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平成１９年６月７日

株　主　各　位

第１０１回定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

　さて、きたる６月２８日（木曜日）午前１０時より宇部市相生町８番１号宇部興

産ビル３階大会議場において当社第１０１回定時株主総会を開催いたしますので、

お繰り合わせのうえご出席下さるようお願い申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、後記の株主総会参考書類をご検討いただ

き、同封の議決権行使書用紙に賛否を表示願い、６月２７日（水曜日）までに到

着するようご返送下さいますようお願い申し上げます。
敬　具

会 議 の 目 的 事 項

報 告 事 項     　　１．第１０１期　　　　　　　　事業報告、連結計算書類ならび

に会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報

告の件

　　　　　　　２．第１０１期　　　　　　　　計算書類報告の件

決 議 事 項     

　第１号議案　剰余金の処分の件

　第２号議案　定款一部変更の件

　第３号議案　取締役８名選任の件

　第４号議案　監査役２名選任の件

　第５号議案　補欠社外監査役１名選任の件

　第６号議案　役員賞与の支給の件
以　上

自平成18年４月１日
至平成19年３月31日( )

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出下さい
ますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場
合は、修正後の内容をインターネット上の当社ホームページ（ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｕｂｅ．ｃｏ．ｊｐ）
に掲載させていただきます。

自平成18年４月１日
至平成19年３月31日( )

（証券コード：４２０８）

宇部市大字小串１９７８番地の９６

　 　 　

代表取締役社長 田 村 浩 章
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Ⅰ．事　業　の　概　況

１．企業集団の事業の経過およびその成果

　当期の経済情勢は、原油や石炭などエネルギーコストの高止まりが続くもの

の、中国をはじめ世界経済は引き続き堅調に推移し、国内経済においても民間

設備投資が高水準で民需主導による景気回復が緩やかではありますが着実に進

んでまいりました。

　当社グループは、当期で終了する３ヵ年の中期経営計画「Ｎｅｗ２１・ＵＢＥ

計画Ⅱ」の当初目標値をすでに前期において１年前倒しで達成しておりますが、

当期においても財務構造改革と収益構造改革を一層推し進め、さらなる業績の

向上に取り組んでまいりました。

　この結果、当社グループの連結売上高は前期に比べ６０２億１千７百万円増の

６，５５６億８百万円、連結営業利益は４６億９千３百万円増の４６８億６千２百万円、

連結経常利益は９９億円増の４３１億５千４百万円、連結当期純利益は６０億７百

万円増の２２０億１千３百万円となりました。

　また、当社単独では、売上高は前期に比べ２０６億７百万円増の２，９６４億２千

９百万円、営業利益は１１億７千６百万円増の２２５億８千３百万円、経常利益

は１８億３千万円増の２０４億８千７百万円となりましたが、北米アルミホイー

ル事業にかかる特別損失などにより当期純利益は１８億９千１百万円減の６１億

８千９百万円でありました。

　部門別の概況は次のとおりであります。

化成品・樹脂部門

　ポリブタジエン（合成ゴム）はタイヤ向けを中心に引き続き需要が旺盛で、

出荷は好調でありました。また、カプロラクタム、ナイロン樹脂の出荷もアジ

ア向けを中心に好調でありましたが、原料価格高騰の影響を大きく受けました。

工業薬品の出荷は概ね堅調でありました。

事 業 報 告 自平成18年４月１日

至平成19年３月31日

添 付 書 類

（ ）
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　この結果、当部門の連結売上高は前期に比べ３４５億３千４百万円増の２，１０４

億２百万円となりましたが、連結営業利益は１１億９千９百万円減の１３７億７千

９百万円でありました。

機能品・ファイン部門

　秋口以降デジタル市場の在庫調整による影響が一部で見られたものの、需要

拡大基調は継続しており、ポリイミド製品、リチウムイオン電池用電解液・セ

パレーター、半導体向け高純度化学薬品などの出荷は概ね堅調でありました。

ガス分離膜は窒素膜を中心として需要が急拡大しており、出荷はきわめて好調

でありました。医薬品原体・中間体の出荷は低調でありましたが、ファインケ

ミカル製品の出荷は総じて堅調でありました。

　この結果、当部門の連結売上高はアルミ電極箔事業からの撤退の影響もあり

前期に比べ９億１千２百万円減の８８３億６千８百万円でしたが、連結営業利益

は５億５千２百万円増の１１５億２千万円となりました。

建設資材部門

　セメント・生コンは石炭等燃料コスト上昇の影響を大きく受けましたが、公

共投資の減少を民間需要の増加が補ったため出荷は堅調に推移し、各種廃棄物

の原燃料へのリサイクル利用についても順調に拡大いたしました。建材製品は

床工事用セルフレベリング材などの出荷が好調でありました。また、カルシ

ア・マグネシアの出荷も鉄鋼向けを中心に好調であり、機能性無機材料の出荷

もプラズマディスプレイ向けを中心に伸長いたしました。

　この結果、当部門の連結売上高は前期に比べ１５４億１千２百万円増の２，０７８

億２千万円となり、連結営業利益は２６億７千９百万円増の１２４億７百万円と

なりました。

機械・金属成形部門

　機械事業は、自動車産業向けを中心としたダイカストマシンや射出成形機の

出荷が引き続き好調でありました。また、民間設備投資が旺盛なため各種産業

機械の出荷が大きく伸長し、中国向け竪型ミルの出荷も好調でありました。受

注も高水準を維持しております。製鋼品等の出荷も韓国向けを中心に引き続き

好調でありました。

　アルミホイール事業は、価格競争が厳しさを増す中、国内の出荷は好調で
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あったものの、北米については日系ユーザーへのシフトが本格化するまで低水

準での稼動を余儀なくされるため、現在徹底したコスト削減による再建に取り

組んでおります。

　この結果、当部門の連結売上高は前期に比べ１１７億３千８百万円増の１，１４２

億６百万円となり、連結営業利益は１８億４千５百万円増の５５億５千３百万円

となりました。

エネルギー・環境部門

　石炭の需給逼迫と価格高騰に対処し、当社グループのインフラ事業としてエ

ネルギー（電力・石炭）の安定供給を図るとともに、電力卸供給事業において

木質バイオマス燃料の導入を図るなどコスト低減に努めました。

　この結果、当部門の連結売上高は前期に比べ５億１千１百万円減の３０９億８

千７百万円でしたが、連結営業利益は３億９千３百万円増の２７億６千９百万

円となりました。

その他

　その他の連結売上高は３８億２千５百万円となり、連結営業利益は７億６千

２百万円となりました。

企業集団の資金調達の状況

　当期は、自己資金、金融機関からの借入金などにより所要資金を賄いました。

　なお、当期末連結有利子負債残高は、前期末に比べ２１９億３千万円減少し

３，２００億１千６百万円となりました。

企業集団の設備投資等の状況

　当期は、生産設備の新増設、維持更改、省力化・合理化などを中心に総額

３１９億１千９百万円の投資を行いました。

　当期に完成した主要設備は、機能品・ファイン部門における８期ポリイミ

ドフィルム製造設備、エネルギー・環境部門における電力卸供給事業用石炭

火力発電所での木質バイオマス燃料導入設備であります。

　また、当期に建設中の主要設備は、機能品・ファイン部門における９期ポ

リイミドフィルム製造設備および３期原料モノマー製造設備、１０期・１１期

ポリイミドフィルム製造設備および４期原料モノマー製造設備、ガス分離膜
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３期紡糸設備であります。

２．企業集団が対処すべき課題

　今後の経済情勢につきましては、米国経済の減速などが懸念されるものの中

国をはじめ世界経済は拡大基調で推移し、国内経済も民需主導による緩やかな

景気回復が今後も見込まれますが、一方原燃料価格や為替、金利上昇等の先行

き不透明な要因もあり、事業環境は予断を許さない状況が続くものと予想され

ます。

　このような状況の下、当社グループは、前中期経営計画「Ｎｅｗ２１・ＵＢＥ

計画Ⅱ」での収益構造改革と財務構造改革の成果をベースに、目標ステージを

もう一段上げ、平成１９年度を初年度とする３ヵ年の新中期経営計画「ステー

ジアップ ２００９」を策定いたしました。

　新中期経営計画「ステージアップ ２００９」の基本方針は次の３つであります。

（１）「持続的成長が可能な収益基盤の確立」

　　　安定した利益、キャッシュ・フローを生み出す磐石な中核基盤事業を

ベースに、収益性の高い成長戦略事業をドライビングフォースとして

ＵＢＥグループ全体でバランスの取れた持続可能な発展を目指す。

（２）「財務構造改革の継続」

　　　キャッシュ・フロー重視の経営を徹底させ、もう一段の財務体質改善を

図る。

（３）「ＣＳＲ活動の深化」

　　　株式時価総額の増大、株主還元の充実など株主価値重視の経営を推し進

めながら、環境への貢献、コンプライアンスの徹底、内部統制やコーポ

レート・ガバナンスの向上、地域社会との共生など、広い意味での企業の

社会的責任を全うするため、ＣＳＲ活動を一層深化させる。

　新中期経営計画の遂行にあたっては、前計画に引き続き「スピードと信認」

をキーワードとして掲げ、収益構造改革と財務構造改革をもう一段進めるため、

ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）のサイクルを一層加速し、着実な目標達成

を図るとともに、ＣＳＲへの取り組みを促進し、株主や資本市場をはじめ、取

引先・従業員・地域社会等、すべてのステークホルダーからの信認をさらに深

めてまいります。
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３．企業集団ならびに当社の財産および損益の状況の推移

(1) 企業集団の財産および損益の状況の推移

第９８期 第９９期 第１００期 第１０１期
区　　　 分

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

売　　上　　高(百万円) ５１１，３７３ ５６２，７０８ ５９５，３９１ ６５５，６０８

営　業　利　益(百万円) ２２，０１７ ３２，３１２ ４２，１６９ ４６，８６２

経　常　利　益(百万円) １５，１３７ ２３，６３４ ３３，２５４ ４３，１５４

当 期 純 利 益       (百万円) △１３，６３５ ９，２２３ １６，００６ ２２，０１３

純　　資　　産(百万円) ８５，７５６ １０８，３８３ １４９，７６３ １９５，１９６

総　　資　　産(百万円) ６９９，４９８ ７０６，６８６ ７００，４３７ ７１４，８７１

1 株当たり当期純利益(円) △１６．０７ １０．０７ １６．８３ ２１．８８

1 株当たり純資産額(円) ９８．７７ １１５．３０ １４８．７１ １７１．４９

連 結 子 会 社 の 数 ７１ ７０ ６６ ６８

持 分 法 適 用 会 社 の 数 ３９ ３６ ３５ ３２

(2) 当社の財産および損益の状況の推移

第９８期 第９９期 第１００期 第１０１期
区　　　 分

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

売　　上　　高(百万円) ２２７，０１７ ２４９，１０４ ２７５，８２２ ２９６，４２９

営　業　利　益(百万円) １３，４３６ ２０，３６９ ２１，４０７ ２２，５８３

経　常　利　益(百万円) ８，６０３ １６，０４７ １８，６５７ ２０，４８７

当 期 純 利 益       (百万円) △９，０９０ ７，４３７ ８，０８０ ６，１８９

純　　資　　産(百万円) ８５，８７１ ９７，６９５ １２７，９２４ １２７，３２３

総　　資　　産(百万円) ４３５，９７１ ４６７，９４６ ４６２，０４７ ４６４，２５３

1 株当たり当期純利益(円) △１０．６２ ８．１３ ８．４９ ６．１４

1 株当たり純資産額(円) ９８．５９ １０３．６２ １２６．７８ １２６．１８

　（注）　第１０１期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号平成１７年１２月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成１７年１２月９日）を

適用しております。
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Ⅱ．会 社 の 概 況（平成１９年３月３１日現在）

１．企業集団の主要な事業内容

化成品・樹脂部門 カプロラクタム、ナイロン樹脂、工業薬品、ポリブタジエン

機能品・ファイン部門 機能性材料、ファインケミカル、医薬品

建 設 資 材 部 門
セメント、クリンカー、生コンクリート、建設資材製品、

カルシア・マグネシア、機能性無機材料

機械・金属成形部門 諸機械器具、アルミホイール

エネルギー・環境部門 石炭、電力

そ の 他 不動産

２．企業集団の主要な事業所

　(1) 当　社
　　本　　　　　　社　　宇部、東京

　　営   業   所        　　大阪支店、名古屋支店
　　工   場   等        
　　　化 学 生 産 部 門        ：千葉石油化学工場(市原市)、宇部ケミカル工場

　　　　　　　　　　　　西沖工場(宇部市)、堺工場
　　　建 設 資 材 部 門        ：宇部セメント工場、伊佐セメント工場(美祢市)
　　　　　　　　　　　　苅田セメント工場(福岡県苅田町)

　　　機械・金属成形部門：宇部アルミホイール工場
　　　エネルギー・環境部門：沖の山コールセンター(宇部市)
　　研   究   所        　　宇部研究所、高分子研究所(市原市)

　(2) 子会社
宇部興産機械㈱ （宇部市）
宇部マテリアルズ㈱ （宇部市）
宇部アンモニア工業㈲ （宇部市）
宇部日東化成㈱ （東京都中央区）
ウベ・マシナリー，インコーポレーテッド （米国）
ウベ・オートモーティブ・ノース・アメリカ・サーニア・プラント，インコーポレーテッド （カナダ）
ウベ・ケミカル・ヨーロッパ，エスエー （スペイン）
ウベ・エンジニアリング・プラスチックス，エスエー （スペイン）
タイ・カプロラクタム，パブリック・カンパニー・リミテッド （タイ）
タイ・シンセティック・ラバーズ，カンパニー・リミテッド （タイ）
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３．企業集団および当社の従業員の状況

(1) 企業集団の従業員数

化成品･樹脂
部　　門

機能品・
ファイン部門

化学生産
部　　門

建設資材
部　　門

機械･金属
成形部門

エネルギー・
環境部門

その他
全　　社
（共　通）

合 　計

 １，９１７  １，３０４  １，１３３  ２，９２１  １，９５４  ２１４  ４４０  ９５０  １０，８３３

(2) 当社の従業員数

化成品･樹脂
部　　門

機能品・
ファイン部門

化学生産
部　　門

建設資材
部　　門

機械･金属
成形部門

エネルギー・
環境部門

その他
全　　社
（共　通）

合 　計

 １４７  ２３１  １，１３３  ５３２  ２７１  １６８  －  ９５０  ３，４３２

　当社の従業員数は前期末に比べ７６人増加し、平均年令は４２．０才、平均勤続年数は１９．６年
であります。

４．当社の株式の状況

(1)　発行可能株式総数

(2)　発行済株式総数　　　　　　　　　　　　　（自己株式５３４，４８７株を除く。）

(3)　当 期 末 株 主 数       
　　　当期末株主数は前期末に比べ８，７２２名減少いたしました。

(4)　大  株  主       

当社への出資状況
株　　主　　名

持 株 数    出資比率

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) １３８，１８６ １３．７０

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) ７６，４６９ ７．５８

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４) ３８，２１４ ３．７９

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 １７，８１０ １．７７

日 本 興 亜 損 害 保 険 株 式 会 社 １６，３７３ １．６２

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 １６，３５６ １．６２

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 １５，０００ １．４９

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 １２，４８７ １．２４

日 興 シ テ ィ 信 託 銀 行 株 式 会 社（投信口） １２，４２２ １．２３

農 林 中 央 金 庫 １２，３７４ １．２３

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

３，３００，０００，０００株

１，００８，４５９，４３６株

９１，０７９名

千株　 　　 　　 　　 　　 　　  ％
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５．当社の新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

発行決議の日 平成１９年２月７日

新株予約権の数 １１４個（１，０００株／個）

新株予約権の目的である
株式の種類および数

普通株式　 １１４，０００株

新株予約権の行使に際し
て出資される財産の価額

一個当たり　　 １，０００円

新株予約権の払込金額 一個当たり　 ３８８，０００円

新株予約権の行使期間
平成１９年２月２２日から
平成４４年２月２１日まで

新株予約権の主な行使条件

①  当社取締役および執行役員のいずれの地位を
も喪失した日の翌日（権利行使開始日）から８
年間に限り行使することができる。

② 平成４３年２月２１日までに権利行使開始日を迎
えなかった場合は、平成４３年２月２２日から平
成４４年２月２１日まで権利を行使することがで
きる。

③ 新株予約権を放棄した場合には、権利行使でき
ないものとする。

当社役員の保有状況
　取締役
　（社外取締役を除く）

保有者数　 ６名
保有数　　　 １１４個
目的である株式の数 １１４，０００株

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

発行決議の日 平成１９年２月７日

新株予約権の数 １５５個（１，０００株／個）

新株予約権の目的である
株式の種類および数

普通株式　 １５５，０００株

新株予約権の行使に際し
て出資される財産の価額

一個当たり　 　１，０００円

新株予約権の払込金額 一個当たり　 ３８８，０００円

新株予約権の行使期間
平成１９年２月２２日から
平成４４年２月２１日まで
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新株予約権の主な行使条件

①  当社取締役および執行役員のいずれの地位を
も喪失した日の翌日（権利行使開始日）から８
年間に限り行使することができる。

② 平成４３年２月２１日までに権利行使開始日を迎
えなかった場合は、平成４３年２月２２日から平
成４４年２月２１日まで権利を行使することがで
きる。

③ 新株予約権を放棄した場合には、権利行使でき
ないものとする。

当社使用人への交付状況

執行役員 交付者数　　　　　　 １３名

交付数　　　　　　　 １５５個

目的である株式の数　 １５５，０００株

６．企業結合の状況

(1) 企業結合の成果

　　当期連結決算のセグメント別概況は次のとおりであります。

区　　分
化成品・
樹 脂

機能品・
ファイン

建設資材
機　械・
金属成形

エネルギー・
環　　境

その他 計
消　　去
又は全社

連　結

売 上 高
（億円） ２，１０４ ８８３ ２，０７８ １，１４２ ３０９ ３８ ６，５５６ － ６，５５６

営業利益
（億円） １３７ １１５ １２４ ５５ ２７ ７ ４６７ ０ ４６８

総 資 産
（億円） ２，３２０ １，０５１ ２，１８３ ８４４ ５１８ ６０ ６，９７８ １７０ ７，１４８

連結子会
社 の 数 １１ １０ ３１ ９ ２ ５ ６８ － ６８

持分法適用
会 社 の 数 ７ － １５ ２ ２ ６ ３２ － ３２
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(2) 重要な子会社の状況

会　　社　　名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

宇 部 興 産 機 械 ㈱ 　　６，７００ １００．００ 一般産業用機械　橋梁の製造、販売

宇部マテリアルズ㈱ 　　４，０４７
１５４．４０
　（０．６５）

カルシア・マグネシア　機能性無機
材料の製造、販売

宇部アンモニア工業㈲ 　　４，０００ １５０．６３ アンモニアの製造、販売

宇 部 日 東 化 成 ㈱ 　　２，４９３ １００．００
電子・情報材料　ＦＲＰ　産業資材
機能繊維の製造、販売

ウベ・マシナリー，インコーポレーテッド 　１３，０００
１００．００

（１００．００）
米国における油圧機器の組立、販売

ウベ・オートモーティブ・ノース・アメリ
カ・サーニア・プラント，インコーポレー
テッド

　８５，３８３ １００．００
カナダでのアルミホイールの製造、
販売

ウベ・ケミカル・ヨーロッパ，エスエー 　３４，２６５
１００．００

（１００．００）
カプロラクタム　硫安　１・６ヘキサ
ンジオールの製造、販売

ウベ・エンジニアリング・プラスチックス，
エスエー 　１３，１６０

１００．００
（１００．００）

ナイロン樹脂の製造、販売

タイ・カプロラクタム，パブリック・カン
パニー・リミテッド 　　８，５７６ １９０．８８ カプロラクタム　硫安の製造、販売

タイ・シンセティック・ラバーズ，カンパ
ニー・リミテッド 　　１，１０６ １７３．１０ ポリブタジエンの製造、販売

(注) 議決権比率欄の(　)内は、当社の子会社が所有する議決権比率を内数で示しております。

百万円 ％

千 カ ナ ダ ド ル

千ユーロ

百万バーツ

千米ドル
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７．企業集団の主要な借入先

借　　　入　　　先 借入金残高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 ３０，５６３

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 ２８，１９４

株 式 会 社 山 口 銀 行 ２２，８１０

農 林 中 央 金 庫 ２１，９６４

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン ２０，０００

　（注） シンジケートローンは、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行および㈱みずほコーポレート銀行を
幹事とする４６社の協調融資によるものであります。

８．会社役員の状況

　(1) 当社の取締役および監査役

地　　　位 氏　　　名 他 の 法 人 等 の 代 表 状 況 等

代 表 取 締 役 社 長 田 村 浩 章

代 表 取 締 役 千 葉 泰 久

代 表 取 締 役 岡 田 和 彦

取 締 役 松 本 　 卓 宇部三菱セメント株式会社代表取締役社長

取 締 役 古 川 陽 道

取 締 役 宇 野 雅 夫

社 外 取 締 役 松 本 善 臣

社 外 取 締 役 元 田 充 隆 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式
会社代表取締役社長

常任監査役（常 勤） 池 田 　 浩

常任監査役（常 勤） 樫 部 正 樹

常任監査役（常 勤） 山 中 和 郎

監 査 役 瀧 本 博 志 株式会社山口銀行常務取締役

　（注） １．監査役山中和郎、瀧本博志の両氏は、社外監査役であります。
２．監査役瀧本博志氏の兼務先の㈱山口銀行は、当社グループの主要な借入先で

あります。

百万円
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３．当社の執行役員《＊は取締役との兼務》

役　　　位 氏　　　名 職　　　務

社 長 執 行 役 員 ＊ 田  村  浩  章 グループＣＥＯ

副 社 長 執 行 役 員 ＊ 千  葉  泰  久
社長補佐並びにグループＣＴＯ兼研究
開発本部長

〃 ＊ 岡  田  和  彦
社長補佐並びに機械・金属成形カンパ
ニープレジデント

専 務 執 行 役 員 　 紀 平 浩 二
機能品・ファインカンパニープレジデ
ント

〃 　 高 橋 信 行
化成品・樹脂カンパニープレジデント
兼欧州統括部長

〃 ＊ 古  川  陽  道
グループＣＣＯ並びに総務・人事室長兼
ＣＳＲ担当

〃 　 関 谷 一 眞
建設資材カンパニープレジデント兼セ
メント事業部長

常 務 執 行 役 員 　 安 部 研 一
環境安全部、宇部渉外部担当並びに中
央病院担当

〃 　 竹 下 道 夫
エネルギー・環境部門長並びに購買・
物流本部長

〃 ＊ 宇  野  雅  夫 グループＣＦＯ並びに経営管理室長

〃 　 鈴 木 勝 典 化学生産・技術本部長兼生産統括部長

〃 　 チャルニア ピチットクン

化成品・樹脂カンパニーアジア統括部
長兼タイ・シンセティック・ラバーズ，
カンパニー・リミテッド、ウベ・ナイ
ロン・タイランド，リミテッド、タイ・
カプロラクタム，パブリック・カンパ
ニー・リミテッド担当

執 行 役 員 　 原 田 勝 正
研究開発本部宇部研究所長兼医薬開発
部、医薬品信頼性保証室担当

〃 　 山 本 　 謙 機械・金属成形カンパニー機械部門長

〃 　 出 口 隆 一
機械・金属成形カンパニーアルミホイ
ール部門長

〃 　 末 繁 哲 雄
建設資材カンパニー生産・技術本部長

兼資源リサイクル事業部担当

〃 　梅 津 　 誠 研究開発本部副本部長

〃 　 妙 中 信 之

機能品・ファインカンパニーバイスプ
レジデント兼製薬ビジネスユニット、
ファインケミカルビジネスユニット、
電子部品開発プロジェクト担当

〃 　 久保田　隆　昌
経営管理室財務部長兼総合事務センタ
ー担当
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４．社外役員の当事業年度における主な活動状況

　　　　①取締役会および監査役会への出席状況

取締役会（１４回開催） 監査役会（６回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率

取締役　松本善臣 １４ 　１００ － －

取締役　元田充隆 １４ 　１００ － －

監査役　山中和郎 １４ 　１００ ６ 　１００

監査役　瀧本博志 １２ 　　８６ ５ 　　８３

　　　　②取締役会における発言状況

　　　　　　取締役松本善臣、元田充隆の両氏は、それぞれ専門的見地から助言・提言

を行うなど、経営監視機能を充分に発揮しました。

　　　　　　監査役山中和郎、瀧本博志の両氏は、それぞれ適宜質問を行い、意見を表

明するなど、監査機能を充分に発揮しました。

５．責任限定契約の内容の概要

　　　　　当社は会社法第４２７条第１項の規定により、社外取締役との間に、同法

第４２３条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基

づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低限度額としております。

　(2) 当社の取締役および監査役の報酬等の額

区　　　分 人　　数 報酬等の額

取締役

（うち社外取締役）

８名

（２名）

３３３百万円

（２４百万円）

監査役

（うち社外監査役）

４名

（２名）

　９２百万円

（３４百万円）

　（注）　報酬等の額には、以下のものも含まれております。

　　 ①当期中に費用計上した役員賞与引当金　　　　　　　　４５百万円

　　 ②取締役に対するストックオプション報酬等の額　　　　３３百万円

　　 ③当期中に費用計上した役員退職慰労金　　　　　　　　１８百万円

　　　 　なお役員退職慰労金制度は、平成１８年６月末日をもって廃止い

たしました。

％

％
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９．会計監査人の状況

　(1) 名称：新日本監査法人

　(2) 報酬等の額

当事業年度に係る報酬等の額 　　　　　５６百万円

当社および当社子会社が支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額

　　　　　８４百万円

　　(注)１．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と証券取引

法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できな

いため、上記の金額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　　２．当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務

である内部統制システムの構築に係る助言業務の対価を支払っております。

　　　　３．当社の重要な子会社のうち、宇部マテリアルズ㈱、ウベ・ケミカル・ヨー

ロッパ，エスエー、ウベ・エンジニアリング・プラスチックス，エスエー、

タイ・カプロラクタム，パブリック・カンパニー・リミテッド、タイ・シ

ンセティック・ラバーズ，カンパニー・リミテッドは当社の会計監査人以

外の公認会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資

格を有する者を含む。）の監査（会社法または証券取引法（これらの法律に

相当する外国の法令を含む。）の規定によるものに限る。）を受けております。

　(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　　　　会計監査人が会社法第３４０条第１項に定める解任事由に該当すると

認められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が会計監査人

を解任いたします。

　　　　また、当社の監査業務に重大な支障を来たす事態等が生じた場合に

は、法令等に基づき取締役会が監査役会と協議し、会計監査人の解任

又は不再任について、株主総会に提案いたします。

１０．業務の適正を確保するための体制

　　 当社は、平成１８年５月１１日開催の取締役会において、内部統制システ

ム構築の基本方針に関し、下記のとおり決議いたしました。

　(1) 取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

　　　ＵＢＥグループの企業倫理確立のため「私達の行動指針」を制定し、こ

れを企業活動及び役員・従業員がとるべきコンプライアンス実践の基

準・規範とする。

　　　コンプライアンスの確保・推進のためコンプライアンス・オフィサー

を置き、コンプライアンス・オフィサーの諮問機関として顧問弁護士を

加えた「コンプライアンス委員会」を設置する。
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　　　また、コンプライアンスに関する問題を迅速に察知・是正するため、

職制ルートによらず役員・従業員が直接連絡できる通報窓口（ＵＢＥ Ｃ－

Ｌｉｎｅ）を設ける。

　(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　法令並びに取締役会規程、稟議規程、グループ経営委員会規程及びカ

ンパニー・部門運営会議規程等の社内規程に基づき、文書（電磁的記録

を含む）を記録、保存するとともに、必要に応じて閲覧可能な状態を維

持する。

　(3) 損失の危機の管理に関する規程その他の体制

　　　事業の目的達成を阻害するリスクを洗い出し、そのリスクの発生可能

性と影響度を評価した上で適切な対策を実施する。

　　　また、特定のリスクに対するリスク管理に取組むため、「グループ環

境安全委員会」「グループ製品安全（ＰＬ）委員会」を設置し、それぞれ安

全・環境保全、製品の安全管理に関するＵＢＥグループ全体の方針を策定

し諸施策を推進する。

　　　更に、以下の委員会等を設け個別のリスクに対処する体制をとる。

　　(a) 情報セキュリティ委員会

　　　　「情報セキュリティポリシー」を定め、これを周知徹底し遵守状況

をチェックするとともに、情報セキュリティに関する規則・規定を整

備する。

　　(b) 規制貨物等輸出管理委員会

　　　　外国為替及び外国貿易法など、国際平和及び安全の維持のために輸

出管理法規において規制されている貨物及び技術を不正に輸出または提

供しないことを輸出管理の基本とし、ＵＢＥグループ内に周知徹底する。

　　(c) 海外危機管理委員会

　　　　グローバル化による海外赴任者の増加や海外各地の治安状況悪化

などに鑑み海外赴任者とその家族、出張者や現地社員の安全を確保す

るため、海外における様々なリスクを想定しレベル分けしたマニュア

ルを整備し、緊急時の対応体制を構築する。

　　(d) 国内緊急事態マニュアル（Ｅマニュアル）

　　　　国内緊急事態発生時の社内外への対応として、緊急連絡網の完備や

危機管理対策本部の設置まで網羅したマニュアルを整備する。

　(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　経営における「ガバナンス機能」と「マネジメント機能」の分離を目

的として執行役員制度を導入し、執行役員が業務執行に専念できる体制

を整え、意思決定の迅速化を図るとともに、取締役会の役割を株主利益

の代弁者として中長期的視点から株主価値の最大化を推進する機関と

して明確に位置づける。
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　　　取締役会は、執行役員を兼任しない取締役が議長を務めて業務執行の

妥当性・効率性を監督することにより、透明性を高め、株主価値の最大

化とリスクの最小化を図る。

　　　また、当社は委員会設置会社ではないが、取締役会の内部委員会とし

て指名委員会と評価・報酬委員会を設置する。

　　　更に、意思決定に第三者の視点を加え経営の透明性・客観性を確保す

るため、社外取締役を招聘する。

　　　当社は最適なコーポレート・ガバナンスのあり方を常に検討しながら、

経営における執行機能の強化・迅速化と、戦略的意思決定機能、コーポ

レート・ガバナンス機能の一層の充実を図っていく。

　(5) 当社及びグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るための体制

　　①　「グループ経営」「カンパニー連結経営」の運営方法

　　　ア)グループマネジメント

　　　　 取締役会よりＵＢＥグループの業務執行を委任されたグループＣＥＯ

（=社長）が、執行方針を明確にし、各カンパニーの目標を設定する

とともに、その目標の達成に必要な人・モノ・金の経営資源を配分

する。またカンパニーの権限を越える重要執行案件の解決に当たる。

　　　イ)カンパニーマネジメント及び業務執行

　　　　 グループマネジメントと合意した方針に基づき配分された経営資

源を有効活用し、カンパニーの目標達成に向けて自律的に業務を執

行する。

　　　ウ)グループスタッフ部門

　　　　 グループマネジメント及びカンパニーマネジメントの戦略立案機

能や業績管理機能の補佐、人・モノ・金の経営資源の調達、事業部

門に共通する機能あるいは専門性の高い機能を集約して効率的に提

供する等の役割を担う。

　　②　意思決定システム

　　　　経営における「ガバナンス機能」と「マネジメント機能」を分離し、

透明で効率的な企業経営の推進のため、経営の意思決定に関し以下の

会議体を設ける。

　　　ア)取締役会

　　　　 会社法で規定された事項、会社の基本方針及び重要な執行案件につ

いて、株主利益の代弁者として中長期的な視点から審議・決議する。

　　　　 また、取締役会を機動的に運営するための下部組織として取締役

数名による「指名委員会」「評価・報酬委員会」を設置する。

　　　イ)グループ経営委員会

　　　　 「グループ経営指針」及び「グループ経営委員会規程」に基づき、
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グループ全体の資源配分や調整が必要な事項、グループ全体に影響

を及ぼす重要事項について審議・決定する。

　　　ウ)カンパニー・部門運営会議

　　　　 「グループ経営指針」及び「カンパニー・部門運営会議規程」に

基づき、カンパニー・部門レベルにおける当社及びグループ会社の

事業戦略等重要事項を審議・決定する。

　(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関

する事項

　　　監査役の補助者として専任スタッフを配置し、監査役監査が効率的且

つ円滑に遂行できるよう監査計画の立案及び監査の補助を行う。

　　　また、監査役は、同スタッフの充実と業務執行者からの独立性の確保

に関して代表取締役及び社外取締役との間で意見交換を行う。

　(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制

　　　取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを

発見したときは、直ちに監査役に報告する。

　　　監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、

取締役会のほか重要な会議に出席し意見を述べるとともに重要な決裁

書類を閲覧し、取締役等からの業務報告聴取を行う。

　　　また、監査役は、代表取締役及び社外取締役と定期的に会合をもち、

経営方針の確認及び重要課題等について意見交換を行う。

　(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　監査役は、内部監査部門及びグループ会社の監査役と定期的に情報交

換を行い、必要に応じて内部監査部門に調査を求める。

　　　また、監査役は、会計監査人から会計監査計画及び実施結果の説明を受

けるとともに、会計監査人と定期的に情報交換を行い相互の連携を図る。
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　　　　　　　　 連 結 貸 借 対 照 表 （平成19年３月31日現在）

科　　　目 金　 額 科　　　目 金　 額

　　　（資　産　の　部） 　　（負　債　の　部）

　　流　動　資　産 286,991 流　動　負　債 314,833
現 金 及 び 預 金  21,694 支払手形及び買掛金 104,351
受取手形及び売掛金 161,581 短 期 借 入 金 144,658
た な 卸 資 産 79,185 一 年 以 内 償 還 社 債 1,750
繰 延 税 金 資 産 6,827 未 払 金 30,390
そ の 他 19,357 未 払 法 人 税 等 8,263
貸 倒 引 当 金 （－）  1,653 賞 与 引 当 金 7,042

　　固　定　資　産 427,876 役 員 賞 与 引 当 金 107
　　　有 形 固 定 資 産         359,886 受 注 損 失 引 当 金 1,473

建 物 及 び 構 築 物 99,249 そ の 他 16,799
機械装置及び運搬具 163,163 固　定　負　債 204,842
土 地 82,714 社 債 970
建 設 仮 勘 定 7,339 転 　 換 　 社 　 債 19,898
そ の 他 7,421 長 期 借 入 金 152,740

　　　無 形 固 定 資 産         4,050 繰 延 税 金 負 債 1,373
そ の 他 4,050 退 職 給 付 引 当 金 7,486

　　　投資その他の資産         63,940 役員退職慰労引当金 1,020
投 資 有 価 証 券 43,293 特 別 修 繕 引 当 金   246
長 期 貸 付 金 2,158 事 業 損 失 引 当 金 48
繰 延 税 金 資 産 6,752 持分法適用に伴う負債 241
そ の 他 15,463 負 の の れ ん 5,929
貸 倒 引 当 金（－）   3,726 そ の 他 14,891

　　繰　延　資　産 4 　　負　債　合　計 519,675
社 債 発 行 費 4

　　（純 資 産 の 部）

株　主　資　本 158,062
資 　 　 本 　 　 金 58,399
資 本 剰 余 金 28,362
利 益 剰 余 金 71,676
自 　 己 　 株 　 式 （－）        375

評価・換算差額等 14,531
その他有価証券評価差額金 7,724
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 （－）        97
再 評 価 積 立 金 332
為 替 換 算 調 整 勘 定 6,572

新 株 予 約 権 78
少数株主持分          22,525
　　純 資 産 合 計 195,196

　　資　産　合　計 714,871 負債・純資産合計 714,871

百万円 百万円
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連 結 損 益 計 算 書
　　　　 科　　　　　　　　　 目  金　　　　　　　　　　額

　　売 上 高 655,608

　　売　　上　　原　　価 527,990

　　　売　上　総　利　益 127,618

　　販売費及び一般管理費 80,756

　　　営 業 利 益 46,862

　　営 業 外 収 益 13,021

　 受 取 利 息 382

　 受 取 配 当 金 698

　 負 の の れ ん 償 却 額 400

　 持分法による投資利益 1,888

　 そ の 他 9,653

　　営 業 外 費 用 16,729

　 支 払 利 息 7,530

　 そ の 他 9,199

　　　経　　常　　利　　益 43,154

　　特　　別　　利　　益 5,957

　 固 定 資 産 売 却 益 915

　 工 事 補 償 金 収 入 693

　 退 職 給 付 信 託 設 定 益 2,942

　 そ の 他 1,407

　　特　　別　　損　　失 13,108

　 固 定 資 産 処 分 損 2,924

　 た な 卸 資 産 評 価 損 2,027

　 減 損 損 失 5,741

　 そ の 他 2,416

　　　税金等調整前当期純利益 36,003

　　　法人税､住民税及び事業税 12,189

　　　法 人 税 等 調 整 額 407

　　　少 数 株 主 利 益 1,394

　　　当 期 純 利 益 22,013

（ 　　　）自平成18年４月１日
至平成19年３月31日

百万円 百万円
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　　　　　　 連結株主資本等変動計算書

株　　主　　資　　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前 期 末 残 高        （百万円） ５８，３９９ ２８，２９４ ５２，７０８ (-) ３２６ １３９，０７５

当 期 変 動 額        

　剰余金の配当       (-) ３，０２６ (-) ３，０２６

　役 員 賞 与       (-) ７４ (-) ７４

　当 期 純 利 益       ２２，０１３ ２２，０１３

　自己株式の取得 (-) ９４ (-) ９４

　自己株式の処分 ６８ ４５ １１３

　非連結子会社の合併に

　伴う利益剰余金増加高
１６ １６

　再評価積立金取崩に伴う

　利益剰余金増加高
３９ ３９

　株主資本以外の項目の

　当期変動額（純額）

当期変動額合計        （百万円） － ６８ １８，９６８ (-) ４９ １８，９８７

当 期 末 残 高        （百万円） ５８，３９９ ２８，３６２ ７１，６７６ (-) ３７５ １５８，０６２

評価・換算差額等

その他

有価証券

評価差額金

繰延

ヘッジ

損益

再評価

積立金

為替換算

調整勘定

評価・

換算差額等

合計

新株

予約権

少数

株主持分
純資産合計

前 期 末 残 高        （百万円） １１，５８８ － ３６５ (-)１，２６５ １０，６８８ － １８，６００ １６８，３６３

当 期 変 動 額        

　剰余金の配当       (-)３，０２６

　役 員 賞 与       (-)７４

　当 期 純 利 益       ２２，０１３

　自己株式の取得 (-)９４

　自己株式の処分 １１３

　非連結子会社の合併に

　伴う利益剰余金増加高
１６

　再評価積立金取崩に伴う

　利益剰余金増加高
３９

　株主資本以外の項目の

　当期変動額（純額）
(-)３，８６４ (-)９７ (-)３３ ７，８３７ ３，８４３ ７８ ３，９２５ ７，８４６

当期変動額合計        （百万円） (-)３，８６４ (-)９７ (-)３３ ７，８３７ ３，８４３ ７８ ３，９２５ ２６，８３３

当 期 末 残 高        （百万円） ７，７２４ (-)９７ ３３２ ６，５７２ １４，５３１ ７８ ２２，５２５ １９５，１９６

（ 　　　）自平成18年４月１日
至平成19年３月31日



― 22 ―

連　結　注　記　表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

　１．連結の範囲に関する事項

　　　連結子会社の数　６８社

　　　　主要な連結子会社の名称：宇部興産機械㈱、宇部マテリアルズ㈱、宇部アンモニア工業㈲、宇部日東

化成㈱、ウベ・マシナリー，インコーポレーテッド、ウベ・オートモーテ

ィブ・ノース・アメリカ・サーニア・プラント，インコーポレーテッド、

ウベ・ケミカル・ヨーロッパ，エスエー、ウベ・エンジニアリング・プラ

スチックス，エスエー、タイ・カプロラクタム，パブリック・カンパニー・

リミテッド、タイ・シンセティック・ラバーズ，カンパニー・リミテッド

　　　　主要な非連結子会社の名称：宇部日新石灰㈱、中四国宇部コンクリート工業㈱

　　　　なお、非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい

ないため連結の範囲から除外している。

　２．持分法の適用に関する事項

　　　持分法を適用した非連結子会社の数　１７社

　　　　主要な持分法を適用した非連結子会社の名称：宇部日新石灰㈱、中四国宇部コンクリート工業㈱

　　　持分法を適用した関連会社の数　１５社

　　　　主要な持分法を適用した関連会社の名称：宇部三菱セメント㈱、ユーエムジー・エービーエス㈱

　　　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

　　　　主要な持分法を適用しない非連結子会社の名称：宇部日東化成(無錫)有限公司

　　　　主要な持分法を適用しない関連会社の名称：山機運輸㈱

　　　　なお、持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外している。

　３．連結の範囲の変更

　　　　新規設立子会社である萩森物流㈱、ラヨーン・ファーティライザー・トレーディング，カンパニー・

リミテッドについては、当期より連結の範囲に含めた。

　　　　持分法を適用していたウベ・ホンコン，リミテッドについては、重要性の観点から当期より連結の

範囲に含めた。

　　　　連結子会社である㈱福製テックは非連結子会社であった安達機工㈱を吸収合併した。

　　　　連結子会社であるウベ・オートモーティブ・ノース・アメリカ・メイソン・プラント，インコーポ

レーテッドについては清算結了したため、当期より連結の範囲から除外した。

　４．持分法の適用の範囲の変更

　　　　非連結子会社であった南通宇部コンクリート有限公司については重要性の観点から当期より持分

法を適用した。

　　　　持分法を適用していたウベ・ホンコン，リミテッドについては重要性の観点から当期より連結の範

囲に含めた。

　　　　持分法を適用していたウベ・タイランド，カンパニー・リミテッドについては当期中に清算結了し

たため、持分法の適用から除外した。

　　　　持分法を適用していた玉石精細化工（無錫）有限公司、旭光宇部生コンクリート㈱については株式

売却により、関係会社でなくなったため、当期より持分法の適用から除外した。
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　５．会計処理基準に関する事項

　　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満 期 保 有 目 的 の 債 券：償却原価法（定額法）

そ の 他 有 価 証 券：時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　　但し、匿名組合出資金については、当該匿名組合の直近決算期

における純資産の当社持分割合で評価している。

　　(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法

：時価法

　　(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として総平均法に基づく原価基準により評価している。

　　(4) 減価償却資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産：当社は主として定額法を採用しているが、多くの連結子会社は定率法を採用

している。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）は定額法を採用している。

無 形 固 定 資 産：鉱業権については生産高比例法、その他については定額法を採用している。

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用している。

　　(5) 繰延資産の処理の方法

社債発行費については、繰延資産に計上し、３年間で均等償却している。

　　(6) 重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金：債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上するほか、個

別に回収不能を見積った債権を除いた一般債権に対して、過去の一定期

間における貸倒実績から算出した貸倒実績率を乗じた額を計上している。

賞 与 引 当 金：従業員及び執行役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上し

ている。

役 員 賞 与 引 当 金：当社及び一部の連結子会社は役員賞与の支出に備えるため、支給見込額

を計上している。

受 注 損 失 引 当 金：受注契約に係る将来の損失に備えるため、損失が発生する可能性が高い

と見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能な受注契約

について、損失見込額を計上している。

退 職 給 付 引 当 金：従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上している。

　会計基準変更時差異（３１，３３２百万円）については、１３年による按分額を

費用処理している。また、一部の連結子会社は会計基準変更時差異を一

括償却しており、このうち１社は退職給付信託を設定している。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５～１４年）による定額法により費用処理している。なお一部の連

結子会社は定率法を採用している。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（１０～１４年）による定率法により、翌期から費用処理している。

　なお一部の連結子会社は定額法を採用している。
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　当期末において当社は、年金資産の額が、退職給付債務に会計基準変更

時差異の未処理額、未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を

加減した額を超過しているため、当該超過額は前払年金費用として投資

その他の資産「その他」に含めている。なお、当社は保有する投資有価

証券の一部を拠出し、退職給付信託を設定している。

　また、執行役員に対する退職慰労金については、当社取締役会において、

役員退職慰労金制度を廃止したため、引当金残高を取り崩し、期末未払

額２６８百万円については長期未払金として固定負債「その他」に含めてお

り、その支払は執行役員の退任時としている。

役員退職慰労引当金：当社は平成１８年６月２９日の定時株主総会の終結時をもって役員退職慰

労金制度を廃止したため、引当金残高を取り崩し、期末未払額３７２百万円

については長期未払金として固定負債「その他」に含めており、その支

払は役員の退任時としている。

　連結子会社は役員の退職慰労金に充てるため、役員退職慰労金支給内規

に基づき計算した期末要支給額を計上している。

特 別 修 繕 引 当 金：船舶の定期検査費用等の支出に備えるため、見積額を計上している。

事 業 損 失 引 当 金：当社及び連結子会社が営む事業に関連して今後発生が見込まれる損失につ

いて、合理的に見積もり可能な金額を計上している。

(7) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい

る。なお、在外子会社等の資産及び負債、収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めている。

(8) リース取引の処理の方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(9) ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理を採用している。金利スワップについては特例処理の要件を満たして

いる場合は、特例処理を採用している。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　　　　ヘッジ対象

　金利スワップ　　　借入金

　キャップ　　　　　借入金

　為替予約　　　　　外貨建債権・債務及び外貨建予定取引

　通貨オプション　　外貨建債権・債務及び外貨建予定取引

③ヘッジ方針

　当社は内部規定である「金融市場リスク管理規程」及び「年度リスク管理要領」に基づき、金

利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジしている。

④ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性の判定を行っ

ている。但し、特例処理によった金利スワップについては有効性評価を省略している。

(10)消費税等の処理の方法

税抜方式によっている。

(11)連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

全面時価評価法によっている。

(12)のれん及び負ののれんの償却に関する事項
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のれん及び負ののれんは、その効果の発現する期間に応じて償却することとし、原則として計上

後２０年で償却している。

（会計方針の変更）

　１．役員賞与に関する会計基準

　　　　役員賞与については、従来は利益処分により未処分利益の減少として会計処理していたが、当期

より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成１７年１１月２９日）に従い、発

生時に費用処理している。

　　　　この変更に伴い、従来の会計処理によった場合と比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ１０７百万円減少している。

　２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

　　　　当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成１７

年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号　平成１７年１２月９日）を適用している。

　　　　これまでの資本の部の合計に相当する金額は１７２，６９０百万円である。

　３．企業結合に係る会計基準及び事業分離等に関する会計基準

　　　　当期より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成１５年１０月３１日）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成１７年１２月２７日）並びに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第１０号　平成１８年１２月

２２日）を適用している。

　４．ストック・オプション等に関する会計基準

　　　　当期より、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号　平成１７年１２

月２７日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第１１号　平成１８年５月３１日）を適用している。

　　　　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ７８百万円減少している。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

　　担保に供している資産

売 掛 金 ４５１ 百万円

有 ・ 無 形 固 定 資 産 １９８，１７７ 百万円

投 資 有 価 証 券 ４，５０７ 百万円

　　担保に係る債務

長 期 借 入 金 ６２，０９９ 百万円

（一年以内返済額を含む）

短 期 借 入 金 ２，０６１ 百万円

上記のほか、次のものを担保に供している。

受 取 手 形 １，５００ 百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 ６０６，７３５ 百万円

　　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれている。

３．保 証 債 務 等 ６，５０１ 百万円

４．受 取 手 形 割 引 高 ２，５９４ 百万円

５．受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 ７２ 百万円

（連結損益計算書に関する注記）

１．特別利益（その他）の内訳

過 年 度 損 益 修 正 益 １５３ 百万円
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投 資 有 価 証 券 売 却 益 ２８３ 百万円

持 分 変 動 利 益 ２６３ 百万円

貸 倒 引 当 金 取 崩 額 ３０７ 百万円

設 備 補 助 金 収 入 ４０１ 百万円

２．特別損失（その他）の内訳

投 資 有 価 証 券 売 却 損 １，０６７ 百万円

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ７１４ 百万円

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ２０８ 百万円

特 別 退 職 金 ３０２ 百万円

関 連 事 業 損 失 １２５ 百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当期末の発行済株式の種類及び総数

普 通 株 式 １，００８，９９３，９２３ 株

２．配当に関する事項

 (1) 配 当 金 支 払 額

決　議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成１８年６月２９日

定時株主総会
普通株式 ３，０２６ ３．００ 平成１８年３月３１日 平成１８年６月２９日

 (2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成１９年６月２８日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお

り提案している。

① 配 当 の 原 資 　　　　　利益剰余金

② 配 当 金 の 総 額 ４，０３４ 百万円

③ １ 株 当 た り 配 当 額 ４．００ 円

④ 基 準 日 　　　　　平成１９年３月３１日

⑤ 効 力 発 生 日 　　　　　平成１９年６月２９日

３．当期末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種

類及び数

該 当 な し

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 　　　　　  １７１円 ４９銭

１株当たり当期純利益 　　　　　   ２１円 ８８銭

（その他の注記）

１．連結期末日満期手形の会計処理

  

連結期末日満期手形の会計処理については、当期の末日は金融機関の休日であったが、満期日に

決済が行われたものとして処理している。連結期末日満期手形の金額は次のとおりである。

受 取 手 形 ３，３４８ 百万円

支 払 手 形 ２，９１０ 百万円

建 設 支 払 手 形 (注) ９２ 百万円

(注)流動負債「その他」に含めて表示している。

２．記載金額は百万円未満を四捨五入して表示している。
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　　　　　　　　 貸　借　対　照　表 （平成19年３月31日現在）

科　　　目 金　 額 科　　　目 金　 額

　　　（資　産　の　部） 　　（負　債　の　部）
　　流　動　資　産 134,252 流　動　負　債 177,131

現 金 及 び 預 金 5,190 支 払 手 形 1,068
受 取 手 形 3,581 買　　　掛　　　金 47,877
売 掛 金 71,168 短 期 借 入 金 85,456
製　　　　　　　品 13,328 未 払 金 21,665
仕　　　掛　　　品 8,001 未 払 法 人 税 等 3,504
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 10,143 未 払 消 費 税 等 491
前 　 払 　 費 　 用 975 未 払 費 用 4,011
繰 延 税 金 資 産 3,609 前 受 金 498
短 期 貸 付 金 3,510 預 り 金 8,557
未 収 入 金 15,272 前 受 収 益 458
そ の 他 717 建 設 支 払 手 形 237
貸 倒 引 当 金（－） 1,246 賞 与 引 当 金 3,220

　　固　定　資　産 330,000 役 員 賞 与 引 当 金 45
　　　有 形 固 定 資 産         201,777 そ の 他 38

建 物 29,670 固　定　負　債 159,799
構　　　築　　　物 36,978 転 　 換 　 社 　 債 19,908
機 　 械 　 装 　 置 73,487 長 期 借 入 金 123,942
車 両 運 搬 具 44 繰 延 税 金 負 債 7,798
工 具 器 具 及 び 備 品 4,776 特 別 修 繕 引 当 金   40
土 地 52,903 関連事業損失引当金 5,667
建 設 仮 勘 定 3,916 そ の 他 2,443

　　　無 形 固 定 資 産         2,761 　　負　債　合　計 336,930
鉱　　　業　　　権 890 　　（純 資 産 の 部）
ソ フ ト ウ ェ ア 1,574 株　主　資　本 120,336
そ の 他 297 資　　本　　金 58,399

　　　投資その他の資産         125,462 資 本 剰 余 金 29,196
投 資 有 価 証 券 20,922 資 本 準 備 金 25,680
関 係 会 社 株 式 93,617 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,515
関 係 会 社 出 資 金 944 利 益 剰 余 金 32,900
長 期 貸 付 金 12,138 そ の 他 利 益 剰 余 金 32,900
長 期 前 払 費 用 3,195 　配 当 引 当 積 立 金 120
前 払 年 金 費 用 2,254 　減 債 積 立 金 300
そ の 他 4,179 　特 別 償 却 積 立 金 6
貸 倒 引 当 金（－） 11,791 　固定資産圧縮積立金 10,678

　特定災害防止準備金 5
　別 途 積 立 金 12,000
　繰 越 利 益 剰 余 金 9,791

自　己　株　式 （－）        159
評価・換算差額等 6,908

その他有価証券評価差額金 6,997
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 （－）　　　89

新 株 予 約 権 78
　　純 資 産 合 計 127,323

　　資　産　合　計 464,253 　　負債・純資産合計 464,253

百万円 百万円
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　　　　　　　　 損　益　計　算　書
　　　　 科　　　　　　　　　 目  金　　　　　　　　　　額

　　売 上 高 296,429

　　売　　上　　原　　価 235,579

　 売 　 上 　 総 　 利 　 益 60,850

　　販売費及び一般管理費 38,266

　　　営 業 利 益 22,583

　　営 業 外 収 益 9,112

　 受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,207

　 そ の 他 5,904

　　営 業 外 費 用 11,208

　 支 払 利 息 4,312

　 そ の 他 6,895

　　　経　　常　　利　　益 20,487

　　特　　別　　利　　益 7,464

　 固 定 資 産 売 却 益 814

　 貸 倒 引 当 金 取 崩 額 847

　 退 職 給 付 信 託 設 定 益 2,942

　 そ の 他 2,860

　　特　　別　　損　　失 16,091

　 固 定 資 産 処 分 損 2,282

　 た な 卸 資 産 評 価 損 2,026

　 関 係 会 社 株 式 評 価 損 5,379

　 関 連 事 業 損 失 5,458

　 そ の 他 944

　　　税 引 前 当 期 純 利 益 11,859

　　　法人税､住民税及び事業税 3,872

　　　法 人 税 等 追 徴 額 375

　　　法 人 税 等 調 整 額 1,423

　　　当 期 純 利 益 6,189

（ 　　　）自平成18年４月１日
至平成19年３月31日

百万円 百万円
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株主資本等変動計算書

株　主　資　本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金
資本金 資　本

準備金

その他

資　本

剰余金

資　本

剰余金

合　計

配　当

引　当

積立金

減　債

積立金

特　別

償　却

積立金

固定資

産圧縮

積立金

特定災

害防止

準備金

別　途

積立金

繰　越

利　益

剰余金

利　益

剰余金

合　計

自己

株式

株主

資本

合計

前 期末残高      （百万円） 58,399 25,680 3,515 29,195 120 300 85 12,405 - 5,000 11,861 29,771 (-) 69 117,296

当期変動額      
　特別償却積立金の
　取崩し(注1)

(-) 79 79 - -

　固定資産圧縮積立金
　の取崩し(注2)

(-)2,463 2,463 - -

　固定資産圧縮積立金
　の積立て

736 (-)736 - -

　特定災害防止準備金
　の積立て

5 (-)5 - -

　別途積立金の積立て
　(注3)

7,000 (-)7,000 - -

　剰余金の配当       (注3) (-)3,026 (-)3,026 (-)3,026

　役 員 賞 与       (注3) (-)34 (-)34 (-)34

　当 期 純 利 益       6,189 6,189 6,189

　自己株式の取得 (-)94 (-)94

　自己株式の処分 0 0 4 5
　株主資本以外の項目
　の当期変動額（純額）

当期変動額合計（百万円） - - 0 0 - - (-)79 (-)1,727 5 7,000 (-)2,070 3,128 (-)89 3,040

当 期 末 残 高       （百万円） 58,399 25,680 3,515 29,196 120 300 6 10,678 5 12,000 9,791 32,900 (-)159 120,336

評価・換算差額等

その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

新株予約権 純資産合計

前 期末残高      （百万円） 10,628 - 10,628 - 127,924

当 期変動額      

　特別償却積立金の
　取崩し(注1)

-

　固定資産圧縮積立金
　の取崩し(注2)

-

　固定資産圧縮積立金
　の積立て

-

　特定災害防止準備金
　の積立て

-

　別途積立金の積立て
　(注3)

-

　剰余金の配当       (注3) (-)3,026

　役 員 賞 与       (注3) (-)34

　当 期 純 利 益       6,189

　自己株式の取得 (-)94

　自己株式の処分 5
　株主資本以外の項目
　の当期変動額（純額）

(-)3,630 (-)89 (-)3,720 78 (-)3,641

当期変動額合計（百万円） (-)3,630 (-)89 (-)3,720 78 (-)601

当 期 末 残 高       （百万円） 6,997 (-)89 6,908 78 127,323

（注１）うち、５６百万円は平成１８年６月の定時株主総会における利益処分によるものである。
（注２）うち、１，５３０百万円は平成１８年６月の定時株主総会における利益処分によるものである。
（注３）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分によるものである。

（ 　　　）自平成18年４月１日
至平成19年３月31日
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　１．有価証券の評価基準及び評価方法

満 期 保 有 目 的 の 債 券：償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法

そ の 他 有 価 証 券：時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　　但し、匿名組合出資金については、当該匿名組合の直近決算期

における純資産の当社持分割合で評価している。

　２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

：時価法

　３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

製 品：原価法（総平均法）

仕 掛 品：原価法（総平均法、個別法）

原 材 料 及 び 貯 蔵 品：原価法（総平均法）

　４．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産

　建物、構築物、機械装置            

　そ の 他

：定額法

：主として定率法

　宇部アルミホイール工場の工具器具及び備品は定額法

無 形 固 定 資 産

　鉱 業 権

　ソ フ ト ウ ェ ア

　そ の 他

：生産高比例法

：社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

：定額法

　５．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金：債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上するほか、個別に

回収不能を見積った債権を除いた一般債権に対して、過去の一定期間にお

ける貸倒実績から算出した貸倒実績率を乗じた額を計上している。

投 資 損 失 引 当 金：関係会社への投資に対する損失に備えるため、その資産内容等を検討して

必要と認められる額を計上している。なお、当引当金２，６６６百万円は、貸

借対照表上、関係会社株式から直接控除している。

賞 与 引 当 金：従業員及び執行役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上して

いる。

役 員 賞 与 引 当 金：役員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上している。

退 職 給 付 引 当 金：従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上している。

　会計基準変更時差異（２７，９０３百万円）については、１３年による按分額を

費用処理している。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（１３年）による定額法により費用処理している。
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　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（１３年）による定率法により、翌期から費用処理している。

　なお、当期末においては、年金資産の額が、退職給付債務に会計基準変更

時差異の未処理額、未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加

減した額を超過しているため、当該超過額は前払年金費用として投資その

他の資産に計上している。

　また、執行役員に対する退職慰労金については、当社取締役会において、

役員退職慰労金制度を廃止したため、引当金残高を取り崩し、期末未払額

２６８百万円については長期未払金として固定負債「その他」に含めており、

その支払は執行役員の退任時としている。

役員退職慰労引当金：当社は平成１８年６月２９日の定時株主総会の終結時をもって役員退職慰労

金制度を廃止したため、引当金残高を取り崩し、期末未払額３７２百万円に

ついては長期未払金として固定負債「その他」に含めており、その支払は

役員の退任時としている。

特 別 修 繕 引 当 金：石油貯油槽の定期検査を受けるための修繕費の支出に備えるため、修繕見

積額を計上している。

関連事業損失引当金：関係会社の財政状態の悪化に伴う損失に備えるため、投資額を超えて当社

が負担することとなる損失見込額を計上している。

　６．リース取引の処理の方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　７．ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

　 主として繰延ヘッジ処理を採用している。金利スワップについては特例処理の要件を満たして

いる場合は、特例処理を採用している。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段　　　　ヘッジ対象

　 金利スワップ　　　借入金

　 キャップ　　　　　借入金

　 為替予約　　　　　外貨建債権・債務及び外貨建予定取引

　 通貨オプション　　外貨建債権・債務及び外貨建予定取引

(3)ヘッジ方針

　 当社の内部規定である「金融市場リスク管理規程」及び「年度リスク管理要領」に基づき、金

利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジしている。

(4)ヘッジの有効性評価の方法

　 ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性の判定を行って

いる。但し、特例処理によった金利スワップについては有効性評価を省略している。

　８．消費税等の処理の方法

税抜方式によっている。

（会計方針の変更）

　１．役員賞与に関する会計基準

　　　　役員賞与については、従来は利益処分により未処分利益の減少として会計処理していたが、当期

より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成１７年１１月２９日）に従い、発生

時に費用処理している。

　　　　この変更に伴い、従来の会計処理によった場合と比べ、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益は、それぞれ４５百万円減少している。
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　２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

　　　　当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成１７

年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号　平成１７年１２月９日）を適用している。

　　　　これまでの資本の部の合計に相当する金額は１２７，３３４百万円である。

　３．ストック・オプション等に関する会計基準

　　　　当期より、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号　平成１７年１２月

２７日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第１１号　平成１８年５月３１日）を適用している。

　　　　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ７８百万円減少している。

（貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

　　担保に供している資産

建 物 ７，８３７ 百万円

構 築 物 ２９，７０１ 百万円

機 械 装 置 ５９，４９４ 百万円

工 具 器 具 及 び 備 品 ５１ 百万円

土 地 １５，６２９ 百万円

鉱 業 権 １９６ 百万円

投 資 有 価 証 券 ４，５０６ 百万円

計 １１７，４１６ 百万円

　　担保に係る債務

長 期 借 入 金 ３７，３５３ 百万円

（１年以内返済額を含む）

関係会社２社の長期借入金 ２，９５５ 百万円

（１年以内返済額を含む）

４０，３０８ 百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 ３５７，５３９ 百万円

　　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれている。

３．保証債務

　　下記の会社等の銀行借入等に対し保証及び保証類似行為を行っている。

（債務保証）

ウベ・オートモーティブ・ノース・アメリカ・

サーニア・プラント，インコーポレーテッド

１２，６５２ 百万円（８０，０００千Ｃ＄、３８，１８１千ＵＳ＄）

タ イ ・ カ プ ロ ラ ク タ ム ， パ ブ リ ッ ク ・

カ ン パ ニ ー ・ リ ミ テ ッ ド

７，６９６ 百万円（６５，１９８千ＵＳ＄）

㈱関東宇部ホールディングス ２，３５０ 百万円

そ　の　他　　６件 ３，０５３ 百万円（うち外貨建 ４９，３００千中国元）

計 ２５，７５２ 百万円
（保証予約）

㈱関東宇部ホールディングス ５，０３１ 百万円

そ　の　他　２０件 １０，３４４ 百万円

計 １５，３７６ 百万円
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４．関係会社に対する金銭債権・債務

　関係会社に対する短期金銭債権 ３９，６７７ 百万円

　関係会社に対する長期金銭債権 １１，８４７ 百万円

　関係会社に対する短期金銭債務 ２１，７０９ 百万円

　関係会社に対する長期金銭債務 １２８ 百万円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引

  　関 係 会 社 に対 す る 売 上 高 ９９，５６１ 百万円

　関 係 会 社 か ら の 仕 入 高 ６５，６３６ 百万円

　関係会社との営業取引以外の取引高 ５，９７２ 百万円

２．特別利益（その他）の内訳

投 資 有 価 証 券 売 却 益 １５７ 百万円

関 係 会 社 株 式 売 却 益 ３７３ 百万円

投 資 損 失 引 当 金 取 崩 額 ７２０ 百万円

関連事業損失引当金取崩額 ３６２ 百万円

設 備 補 助 金 収 入 ４００ 百万円

工 事 補 償 金 収 入 ６９３ 百万円

過 年 度 損 益 修 正 益 １５３ 百万円

３．特別損失（その他）の内訳

投 資 有 価 証 券 売 却 損 ６ 百万円

関 係 会 社 株 式 売 却 損 ７９ 百万円

関 係 会 社 出 資 金 売 却 損 ５３ 百万円

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ３７ 百万円

減 損 損 失 ２２１ 百万円

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ５４６ 百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

　　自己株式の種類及び株式数

前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普　通　株　式 ２７５，００７株 ２７６，０９９株 １７，６１９株 ５３３，４８７株

合　　　計 ２７５，００７株 ２７６，０９９株 １７，６１９株 ５３３，４８７株

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加２７６，０９９株は、単元未満株式の買取請求に伴う取得による。

　　　　普通株式の自己株式の株式数の減少１７，６１９株は、単元未満株式の買増請求に伴う売却による。

（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

　投資損失引当金繰入額否認 １，０７７ 百万円

　賞 与 引 当 金 繰 入 額 否 認 １，３０１ 百万円

　有 姿 除 却 解 体 費 用 否 認 ９４９ 百万円

　株 式 評 価 損 否 認 ４，３７３ 百万円

　貸 倒 引 当 金 繰 入 額 否 認 ９２５ 百万円

　固定資産減損損失額否認 ２，０３７ 百万円

　関 連 事 業 損 失 額 否 認 ２，２８９ 百万円
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　た な 卸 資 産 評 価 損 否 認 ７７２ 百万円

　そ の 他 ２，４９７ 百万円

繰 延 税 金 資 産 小 計 １６，２２０ 百万円
評 価 性 引 当 額 （－）　６，０８８ 百万円

繰 延 税 金 資 産 合 計 １０，１３２ 百万円
（繰延税金負債）

　その他有価証券評価差額金 （－）　４，７４３ 百万円

　固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 （－）　７，２７１ 百万円

　合併受入固定資産評価益 （－）　１，４２７ 百万円

　前 払 年 金 費 用 （－）　８７１ 百万円

　そ の 他 （－）　９ 百万円

繰 延 税 金 負 債 合 計 （－）　１４，３２１ 百万円

繰 延 税 金 負 債 の 純 額 （－）　４，１８９ 百万円

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相

当額

取　得　価　額
相　当　額
（百万円）

減価償却累計額
相　当　額
（百万円）

期　末　残　高
相　当　額
（百万円）

機 械 装 置 ４，２１７ １，２５１ ２，９６５

車 両 運 搬 具 　２１９ 　　９５ 　１２４

工具器具及び備品 １，０７５ 　５３０ 　５４５

合　　　　計 ５，５１３ １，８７７ ３，６３５

　　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定している。

　 (2)未経過リース料期末残高相当額等

　 　 未経過リース料期末残高相当額

１　年　内 ７８３ 百万円

１　年　超 ２，８５２ 百万円

合　　　計 ３，６３５ 百万円

　　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定している。

　 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 ６９４ 百万円

減価償却費相当額 ６９４ 百万円

　 (4)減価償却費相当額の算定方法

　 　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　（減損損失について）

　　　　リース資産に配分された減損損失はない。
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社等

関係内容

属性 会社名 住所

資本金
又は

出資金
（百万円）

事業の
内容

議 決 権
等 の 所
有（被所
有）割合

役員の
兼任等

事業上の
関係

取引の
内容

取引
金額

（百万円）
科目

期末
残高

（百万円）

子会社 宇部貿易㈱
東京都
品川区

５００ 清算中
（所有）
直接
１００％

なし ―
清算資金の
貸付（注１）

－
長 期
貸 付
金

９，６６２

借入金に対
する保証等
（注２）

７，６９６

子会社

タイ・カプ
ロ ラ ク タ
ム，パブリ
ック・カン
パニー・リ
ミテッド

タイ
バンコ
ック市

(百万ＢＡＨＴ)
８，５７６

カプロラ
クタム、
硫安の製
造、販売

（所有）
直接

９０．８８％

兼任４人
（うち当社
従業員４人）
出向３人

当社化学事
業の一環と
して、タイで
カプロラク
タム、硫安を
製造、販売

保証料の受
入（注２）

２１

子会社

ウベ・オー
ト モ ー テ
ィブ・ノー
ス・アメリ
カ・サーニ
ア・プラン
ト，インコ
ー ポ レ ー
テッド

カナダ
サーニ
ア市

（千Ｃ＄）
８５，３８３

自動車用
アルミホ
イールの
製造

（所有）
直接
１００％

出向１人

当社アルミ
ホイール事
業の一環と
して、カナダ
でアルミホ
イールを製
造

借入金に対
する保証等
（注３）

１２，６５２

子会社

㈱ 関 東 宇
部 ホ ー ル
デ ィ ン グ
ス

東京都
品川区

３００
セメント、
骨材の販
売

（所有）
直接

８７．７６％
間接

１２．２４％

兼任５人
（うち当社
従業員４人）
出向３人

南関東地区
における当
社グループ
生コンクリ
ート事業の
統括

借入金に対
する保証等
（注４）

７，３８１

関連
会社

宇 部 三 菱
セメント㈱

東京都
千代田
区

８，０００

セメント、
セメント
系固化材、
スラグ粉
の販売

（所有）
直接
５０．０％

兼任５人
（うち当社
従業員２人）
出向５人

当社セメン
ト製品の販
売

セメント製
品 の 販 売
（注５）

３３，８４２ 売掛金 １２，４０６

　（注１）宇部貿易㈱に対する長期貸付金については、同社が清算中であるため利息徴収を行っていない。

　（注２）タイ・カプロラクタム，パブリック・カンパニー・リミテッドの銀行借入（７，６９６百万円）に

つき、保証及び保証類似行為を行っており、年率０．２％の保証料を受領している。

　（注３）ウベ・オートモーティブ・ノース・アメリカ・サーニア・プラント，インコーポレーテッドの

銀行借入（１２，６５２百万円）につき、保証及び保証類似行為を行っている。なお、保証料は徴収

していない。

　（注４）㈱関東宇部ホールディングスの銀行借入（７，３８１百万円）につき、保証及び保証類似行為を行

っている。なお、保証料は徴収していない。

　（注５）宇部三菱セメント㈱へのセメント及びセメント系固化材の販売については、同社の販売価格か

ら同社の販売経費、物流経費等を差し引いた価格で行っている。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 　　　　　  １２６円 １８銭

１株当たり当期純利益 　　　　　 ６円 １４銭

（重要な後発事象に関する注記）

　平成１９年３月３０日開催の当社取締役会において、財政状態の悪化した当社子会社ウベ・オートモー

ティブ・ノース・アメリカ・サーニア・プラント，インコーポレーテッドに対する総額１５０百万カナダ

ドルの増資引受けを決議し、同決議に基づき、平成１９年４月２７日、１２９百万カナダドル（１３，６８７百万

円）の増資引受けを実施した。なお、残額の増資引受け実施については、平成１９年１２月末を予定して

いる。

（その他の注記）

１．期末日満期手形の会計処理

  
期末日満期手形の会計処理については、当期の末日は金融機関の休日であったが、満期日に決済が

行われたものとして処理している。期末日満期手形の金額は次のとおりである。

受 取 手 形 ６７２ 百万円

支 払 手 形 ２１９ 百万円

建  設  支  払  手  形 ５０ 百万円

２．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。
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平成1９年５月７日

独立監査人の監査報告書

宇 部 興 産 株 式 会 社
取  締  役  会　御 中

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、宇部興産株式会社の平成18年

４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監

査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、

経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法

人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、宇部興産株式会社及び連結子会社から成る企業集団の

当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以　上

連結計算書類に係る会計監査人監査報告書謄本

　　　　公認会計士　渡 邉 和 紀       　◯印

　　　　公認会計士　成 田 智 弘       　◯印

新日本監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

指 定 社 員
業務執行社員
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平成1９年５月７日

独立監査人の監査報告書

宇 部 興 産 株 式 会 社
取  締  役  会　御 中

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、宇部興産株式会社の

平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第101期事業年度の計算書類、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属

明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意

見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係

る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以　上

　　　　公認会計士　渡 邉 和 紀       　◯印

　　　　公認会計士　成 田 智 弘       　◯印

新日本監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

指 定 社 員
業務執行社員

会計監査人監査報告書謄本       
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１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい
て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努
めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業
所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社
の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）の状況を監視及び検証いたしました。
　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受けました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務遂行が適正に行われていることを確保するための体制」（会
社計算規則第159条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
　 一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。
　 二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。
　 三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　　平成19年５月９日

監 査 報 告 書

監査役会監査報告書謄本

　当監査役会は、平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第101期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の
とおり報告いたします。

宇部興産株式会社 監査役会

以　上

　　　常任監査役（常勤） 池 田 　 浩　◯印

　　　常任監査役（常勤） 樫 部 正 樹　◯印

　　　常任監査役（常勤） 山 中 和 郎　◯印

　　　監　査　役 瀧 本 博 志　◯印

（注）　監査役山中和郎及び監査役瀧本博志は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外
　　　監査役であります。
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議案および参考事項

　第１号議案　剰余金の処分の件

　　　当期の期末配当につきましては、当期の業績および今後の事業展開等を

総合的に勘案し、次のとおり実施いたしたいと存じます。

　 (1)配当財産の種類

　　　金銭といたします。

　 (2)株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　　　当社普通株式１株につき金４円といたしたいと存じます。

　　　なお、この場合配当総額は４，０３３，８４１，７４４円となります。

　 (3)剰余金の配当が効力を生じる日

　　　平成１９年６月２９日といたしたいと存じます。

　第２号議案　定款一部変更の件

　　１．変更の理由

　　　短期的および中長期的業績向上を図るため機動的な人事の実現およ

び成果主義をさらに徹底すべく、取締役の任期１年化を実施するも

のであります。

　　２．変更の内容

　　　変更内容は次のとおりであります。
（下線は変更部分）

現　　 行　　 定　　 款 変　　　　 更　　　　 案

第４章　取締役及び取締役会

（取締役の任期）
第21条　取締役の任期は、選任後２年以内

に終了する事業年度のうち最終のもの
に関する定時株主総会の終結のときま
でとする。

　　補欠又は増員として選任された取締役
の任期は、在任取締役の任期の満了す
るときまでとする。

第４章　取締役及び取締役会

（取締役の任期）
第21条　取締役の任期は、選任後１年以内

に終了する事業年度のうち最終のもの
に関する定時株主総会の終結のときま
でとする。

　　補欠又は増員として選任された取締役
の任期は、在任取締役の任期の満了す
るときまでとする。

株 主 総 会 参 考 書 類
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　第３号議案　取締役８名選任の件

　　　取締役８名は定款第２１条の規定により、本総会終結のときをもって

全員任期満了となりますので、８名の選任をお願いするものでありま

す。

　　　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者

番　号

氏　　　　名

生 年 月 日      

略　　　　　　　　　　　　歴

当社における地位、担当および

他 の 法 人 等 の 代 表 状 況 等              

所有する

当社株式

の数の数

１
田　 村　 浩　 章

昭和１８年８月24日生

昭和41年４月　当社入社
平成９年６月　当社取締役
平成11年６月　当社常務取締役
平成13年６月　当社専務執行役員
平成14年10月　当社建設資材カンパニープレジデント
平成15年６月　当社取締役（専務待遇）、専務執行役員
平成17年４月　当社社長補佐
平成17年６月　当社代表取締役社長、執行役員グループＣＥＯ
　　　　　　　現在に至る

158,000株

２
千　 葉　 泰　 久

昭和１９年３月２２日生

昭和43年４月　当社入社
平成９年６月　当社取締役
平成13年６月　当社常務執行役員
平成15年６月　当社取締役（専務待遇）、専務執行役員
平成17年４月　当社グループＣＴＯ兼研究開発本部長
平成17年６月　当社代表取締役、副社長執行役員社長補佐並びに
　　　　　　　グループＣＴＯ兼研究開発本部長
平成19年４月　当社社長補佐並びにグループＣＴＯ兼環境安全部、
　　　　　　　宇部渉外部担当
　　　　　　　現在に至る

111,682株

３
岡 　田 　和 　彦

昭和２０年７月９日生

昭和43年４月　当社入社
平成11年６月　当社取締役
平成13年６月　当社取締役（常務待遇）、常務執行役員
平成15年６月　当社取締役（専務待遇）、専務執行役員
平成17年４月　当社機械・金属成形カンパニープレジデント
平成17年６月　当社代表取締役、副社長執行役員社長補佐並びに
　　　　　　　機械・金属成形カンパニープレジデント
平成19年４月　当社グループＣＳＲ担当兼務
　　　　　　　現在に至る

73,800株

４
松　 本　　　　卓

昭和１９年４月１０日生

昭和42年４月　当社入社
平成11年６月　当社取締役
平成13年６月　当社常務執行役員建設資材セグメントセメント・建材
　　　　　　　ディビジョン長
平成15年６月　当社取締役（専務待遇）
平成17年６月　当社取締役
　　　　　　　現在に至る
(他の法人等の代表状況)
　宇部三菱セメント株式会社代表取締役社長

73,000株
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候補者

番　号

氏　　　　名

生 年 月 日      

略　　　　　　　　　　　　歴

当社における地位、担当および

他 の 法 人 等 の 代 表 状 況 等              

所有する

当社株式

の数の数

５
古 　川 　陽 　道

昭和２１年９月２６日生

昭和45年４月　当社入社
平成13年６月　当社執行役員
平成15年６月　当社常務執行役員
平成17年４月　当社グループＣＣＯ並びに総務・人事室長兼ＣＳＲ
　　　　　　　担当
平成17年６月　当社取締役、専務執行役員
平成19年４月　当社グループＣＣＯ並びに総務・人事室長兼中央
　　　　　　　病院担当
　　　　　　　現在に至る

64,000株

６
宇 　野 　雅 　夫

昭和２１年１１月１８日生

昭和45年４月　当社入社
平成15年６月　当社執行役員
平成17年４月　当社グループＣＦＯ並びに経営管理室長
平成17年６月　当社取締役、常務執行役員
平成19年４月　当社総合事務センター担当兼務
　　　　　　　現在に至る

37,000株

７
松 　本 　善 　臣

昭和１４年８月２８日生

昭和37年４月　株式会社日本興業銀行入行
平成９年６月　株式会社日本興業銀行取締役副頭取
平成11年７月　興和不動産株式会社取締役社長
平成15年６月　株式会社ＷＯＷＯＷ非常勤取締役
平成15年10月　興和不動産株式会社取締役会長
平成16年７月　興和不動産株式会社顧問
平成17年６月　当社社外取締役（非常勤）
　　　　　　　現在に至る
平成18年６月　株式会社ＷＯＷＯＷ非常勤監査役
　　　　　　　現在に至る

3,000株

８
元 　田 　充 　隆

昭和２０年８月１５日生

昭和44年７月　株式会社三和銀行入行
平成14年１月　株式会社ＵＦＪ銀行専務執行役員
平成14年６月　株式会社ＵＦＪ総合研究所専務執行役員
平成15年６月　株式会社ＵＦＪ総合研究所取締役社長
平成17年６月　当社社外取締役（非常勤）
　　　　　　　現在に至る
平成18年１月　三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社
　　　　　　　代表取締役社長
　　　　　　　現在に至る
(他の法人等の代表状況)
 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社
 代表取締役社長

7,000株

　（注） １．取締役候補者松本　卓氏は、宇部三菱セメント㈱代表取締役社長を兼務し、

　　当社は同社との間に、製品の販売、土地・設備・建物の賃貸等の取引関係

があります。

２．松本善臣、元田充隆の両氏は社外取締役候補者であり、当社の社外取締役

に就任して、２年であります。
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　　　　①両氏を社外取締役候補者とした理由は、長年にわたり経営に携ってきた経

歴を活かし、当社の経営全般に対する監督、チェック機能を果たしていた

だくことで、当社の経営体制が更に強化されると判断したものであります。

　　　　②当社は会社法第４２７条第１項の規定により、両社外取締役候補者との間に、

同法第４２３条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該

契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低限度額としておりま

す。

　第４号議案　監査役２名選任の件

　　　監査役池田　浩、瀧本博志の両氏は定款第２９条の規定により、本総会

終結のときをもって任期満了となりますので、２名の選任をお願いするも

のであります。

　　　なお本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　　　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者

番　号

氏　　　　名

生 年 月 日      

略　　　　　　　　　　　　歴

当社における地位、担当および

他 の 法 人 等 の 代 表 状 況 等              

所有する

当社株式

の数の数

１
池　 田　　　　浩

昭和２１年９月９日生

昭和44年４月　当社入社
平成13年４月　当社化学・樹脂セグメント業務部長
平成14年10月　当社購買・物流本部業務部長
平成15年６月　当社常任監査役
　　　　　　　現在に至る

39,000株

２
瀧　 本　 博　 志

昭和２０年７月２６日生

昭和43年３月　株式会社山口銀行入行
平成14年６月　株式会社山口銀行常務取締役営業本部長
平成16年６月　株式会社山口銀行東京本部長
　　　　　　　現在に至る
平成17年６月　当社監査役
　　　　　　　現在に至る

6,000株

　（注） 瀧本博志氏は社外監査役候補者であり、前監査役福田浩一氏の補欠として選任

され、当社の社外監査役に就任して２年であります。

同氏を社外監査役候補者とした理由は、長年にわたり培ってきた知識・経験等

を当社の経営全般の監視に活かしていただけると判断したものであります。

　第５号議案　補欠社外監査役１名選任の件

　　　社外監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠

社外監査役１名の選任をお願いするものであります。

　　　なお本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
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　　候補者は次のとおりであります。

氏　　　　名

生 年 月 日      

略　　　　　　　　　　　　歴

当社における地位、担当および

他 の 法 人 等 の 代 表 状 況 等              

所有する

当社株式

の数の数

今　 泉　 敏　 榮

昭和１２年７月２０日生

昭和44年12月　昭和監査法人（現 新日本監査法人）入所
昭和51年２月　昭和監査法人（現 新日本監査法人）代表社員
平成15年６月　新日本監査法人退職
平成17年１月　エスエヌコーポレートアドバイザリー株式会社監査役
　　　　　　　現在に至る
平成18年６月　株式会社アイティフォー社外監査役
　　　　　　　現在に至る

3,000株

　（注） 今泉敏榮氏を社外監査役の補欠として選任する理由は、長年にわたり培ってき

た知識・経験等を当社の経営全般の監視に活かしていただけると判断したもの

であります。

　第６号議案　役員賞与の支給の件

　　　当期末時点の取締役８名（うち社外取締役２名）および監査役４名に対

し、当期の業績等を勘案し、役員賞与総額４，６００万円（取締役分３，７８４万

円（うち社外取締役分２４０万円）、監査役分８１６万円）を限度として支給

することといたしたいと存じます。

　　　なお、各取締役および各監査役に対する金額は、取締役については取締

役会に、監査役については監査役の協議によることにいたしたいと存じま

す。

以　　上


